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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第３四半期累計期間
第50期

第３四半期累計期間
第49期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年12月31日

自2021年４月１日
至2021年12月31日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上高 （千円） 3,200,151 3,839,762 4,425,524

経常利益 （千円） 97,506 282,455 209,266

四半期（当期）純利益 （千円） 62,971 179,746 113,262

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 170,311 414,179 376,621

発行済株式総数 （株） 3,000,000 4,370,000 4,150,000

純資産額 （千円） 753,818 1,479,164 1,226,868

総資産額 （千円） 3,199,871 4,004,303 3,618,880

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 20.99 41.50 37.40

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － 40.63 37.38

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 23.6 36.9 33.9

 

回次
第49期

第３四半期会計期間
第50期

第３四半期会計期間

会計期間
自2020年10月１日
至2020年12月31日

自2021年10月１日
至2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 3.07 21.56

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第３四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後

の指標等となっております。

４．2020年10月15日開催の取締役会決議により、2020年11月11日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っ

ていますが、第49期の期首に株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株

式調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．第49期第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

６．当社株式は2021年３月24日付をもって東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場したため、第49

期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新規上場日から第49期の期末までの平均株価を期中

平均株価とみなして算定しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関連会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績等の状況の概要

　当社の財政状態、経営成績の状況の概要は次のとおりであります。

 

①　財政状態の状況

（資産）

　当第３四半期会計期間末における資産合計は、4,004,303千円となり、前事業年度末に比べ、385,422千円増加

いたしました。これは主に、受取手形、売掛金及び契約資産が255,554千円、原材料及び貯蔵品が150,281千円増

加した一方、投資その他の資産のその他が193,456千円、製品が45,107千円減少した影響によるものでありま

す。

（負債）

　当第３四半期会計期間末における負債合計は、2,525,138千円となり、前事業年度末に比べ、133,126千円増加

いたしました。これは主に、支払手形及び買掛金が120,599千円、その他流動負債が115,506千円増加した一方、

未払法人税等が75,784千円、賞与引当金が52,572千円減少した影響によるものであります。

（純資産）

　当第３四半期会計期間末における純資産合計は、1,479,164千円となり、前事業年度末に比べ、252,296千円増

加いたしました。これは主に、新株発行により資本金及び資本準備金がそれぞれ37,558千円増加したことに加

え、四半期純利益の計上等により利益剰余金が181,588千円増加したことによるものであります。

　これらの結果、自己資本比率は36.9％（前事業年度は33.9％）となりました。

 

②　経営成績の状況

　当第３四半期累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響による経済の悪化が、ワク

チンの普及により回復に向かうかと思われましたが、変異株であるオミクロン株の蔓延が始まり、先行きの不透

明感の払しょくには至りませんでした。加えて、世界的な物流の混乱が続く中、エネルギー価格の上昇や円安が

追い打ちをかける状態となりました。国内経済は、９月末に東京都において新型コロナウイルス感染症の緊急事

態宣言が解除されるなど、これからの回復が期待された矢先に世界経済と同様に資源高や円安による原材料価格

の高騰、オミクロン株の急激な拡大により先行きの懸念が大きくなりました。

　当社に関わる半導体業界においては、車載向け半導体や5G向け、産業機器や情報通信技術の用途への広がりな

どの需要の増加が継続し、受注高は順調に増加しました。一方、世界的な物流の停滞で半導体の部材の調達難と

調達までの長納期化が第２四半期以上に顕著になっており、原材料価格の高騰に伴う調達コストの増加とともに

対策すべき事項が継続しております。このような中、当社においては車載半導体検査装置、半導体設計受託の好

調が継続し、業績は好調に推移しました。

　これらの結果、当第３四半期累計期間の経営成績は、売上高3,839,762千円（前年同四半期比20.0％増）とな

り、営業利益は266,630千円（前年同四半期比182.2％増）、経常利益は282,455千円（前年同四半期比189.7％

増）、四半期純利益は179,746千円（前年同四半期比185.4％増）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ａ．電子システム事業

　電子システム事業においては、車載向け半導体を中心に顧客各社の増産による半導体後工程商材の受注が

増加しました。バーンインボード、当社標準バーンイン装置に加えて顧客毎に異なるカスタムバーンイン装

置の受注が伸びました。車載機器用専用計測機関連商材も対象製品の拡大とともに受注増加しました。

　これらの結果、電子システム事業は、売上高は1,409,924千円（前年同四半期比22.0％増）、セグメント

営業利益は81,407千円（前年同四半期はセグメント営業損失40,891千円）となりました。
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ｂ．マイクロエレクトロニクス事業

　マイクロエレクトロニクス事業においては、旺盛な半導体需要に支えられ半導体の設計需要が堅調に推移

しています。アナログLSIにおいては、パワー半導体、センシング半導体、高速インターフェース内蔵半導

体を主体としたアナログ設計受託が順調でした。デジタルLSIにおいては、画像処理関連のデジタル設計受

託が堅調に継続推移しています。また、IP分野においては、新たに開発した画像処理IPの半導体組み込みも

進みました。

　これらの結果、マイクロエレクトロニクス事業は、売上高は1,469,471千円（前年同四半期比11.2％

増）、セグメント営業利益は198,818千円（前年同四半期比19.6％増）となりました。

 

ｃ．製品開発事業

　製品開発事業においては、車載・産業機器市況の回復基調継続に伴うカメラの需要増加及び前年度開発完

了した動画伝送機能搭載カスタムカメラ生産量増加により売上が増加しています。また、第３四半期会計期

間においては、拡大するエッジAI市場に対応するためNVIDIA社等のAI向けボードコンピュータと直接接続が

可能、且つ画像処理機能を内蔵した130万画素MIPIカメラを製品化しました。

　これらの結果、製品開発事業は、売上高は960,366千円（前年同四半期比32.9％増）、セグメント営業損

失は13,595千円（前年同四半期はセグメント営業損失30,817千円）となりました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

（４）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における、当社の研究開発活動の金額は162,571千円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2021年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2022年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,370,000 4,390,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない、当社に

おける標準となる株

式であり、単元株式

数は100株でありま

す。

計 4,370,000 4,390,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2022年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2021年10月１日～

2021年12月31日

（注）１

2,000 4,370,000 270 414,179 270 345,107

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．2022年１月１日から2022年１月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が20,000株、資本

金が2,700千円、資本準備金が2,700千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2021年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

    2021年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,364,800 43,648

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 3,200 － －

発行済株式総数  4,368,000 － －

総株主の議決権  － 43,648 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式21株が含まれております。

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．四半期財務諸表の作成方法について

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 576,565 690,489

受取手形及び売掛金 749,202 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 1,004,756

電子記録債権 93,752 ※１ 126,602

製品 142,771 97,663

仕掛品 58,582 54,448

原材料及び貯蔵品 409,697 559,979

その他 88,281 105,142

流動資産合計 2,118,853 2,639,082

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 422,336 410,610

土地 283,187 283,187

その他（純額） 124,846 195,800

有形固定資産合計 830,370 889,597

無形固定資産 18,556 38,938

投資その他の資産   

繰延税金資産 327,628 307,988

その他 318,339 124,883

投資その他の資産合計 645,967 432,872

固定資産合計 1,494,895 1,361,408

繰延資産 5,131 3,812

資産合計 3,618,880 4,004,303

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 332,853 453,452

短期借入金 ※２ 300,000 ※２ 260,000

１年内返済予定の長期借入金 91,722 99,972

未払法人税等 116,713 40,928

賞与引当金 139,302 86,730

受注損失引当金 20,406 18,728

その他 359,841 475,348

流動負債合計 1,360,838 1,435,161

固定負債   

長期借入金 195,051 215,074

退職給付引当金 747,906 789,234

その他 88,215 85,669

固定負債合計 1,031,172 1,089,977

負債合計 2,392,011 2,525,138

純資産の部   

株主資本   

資本金 376,621 414,179

資本剰余金 307,549 345,107

利益剰余金 540,582 722,171

自己株式 － △65

株主資本合計 1,224,752 1,481,393

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,115 △2,228

評価・換算差額等合計 2,115 △2,228

純資産合計 1,226,868 1,479,164

負債純資産合計 3,618,880 4,004,303
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

 当第３四半期累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 3,200,151 3,839,762

売上原価 2,528,120 2,823,900

売上総利益 672,031 1,015,861

販売費及び一般管理費 577,543 749,231

営業利益 94,488 266,630

営業外収益   

受取利息 4 4

受取配当金 2,322 2,342

仕入割引 264 270

保険解約返戻金 － 9,378

為替差益 － 1,644

その他 5,998 7,068

営業外収益合計 8,590 20,709

営業外費用   

支払利息 3,758 3,232

株式交付費償却 － 1,319

為替差損 1,362 －

その他 451 332

営業外費用合計 5,572 4,884

経常利益 97,506 282,455

特別利益   

投資有価証券売却益 － 1,186

特別利益合計 － 1,186

特別損失   

固定資産除却損 0 0

固定資産売却損 － 2

減損損失 － 4,010

投資有価証券評価損 － 1,020

特別損失合計 0 5,032

税引前四半期純利益 97,506 278,609

法人税、住民税及び事業税 16,594 80,029

法人税等調整額 17,940 18,832

法人税等合計 34,535 98,862

四半期純利益 62,971 179,746
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、

当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

この適用により、従来は、工事完成基準を適用していた契約のうち、一定期間にわたり履行義務が充足される

契約については、期間がごく短い契約を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一

定の期間にわたり収益を認識する方法に変更し、また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もること

ができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益

認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほ

とんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計

基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期会計期間の期首より前までに行われた契約変更につ

いて、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期

会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期累計期間の売上高は59,636千円増加し、売上原価は64,300千円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ4,663千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は

1,841千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取

手形及び売掛金」は、第１四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することとい

たしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな

表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期累計期間に係る顧客との契

約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。
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（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当第３四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の

広がり方や収束時期等を含む仮定に重要な変更はありません。

 

（四半期貸借対照表関係）

※１ 四半期会計期間末日満期手形等

四半期会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当四半期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形等が四半期会

計期間末日残高に含まれております。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当第３四半期会計期間
（2021年12月31日）

電子記録債権 － 6,603千円

 

※２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（2021年３月31日）
当第３四半期会計期間
（2021年12月31日）

当座貸越極度額 1,100,000千円 1,100,000千円

借入実行残高 300,000千円 260,000千円

差引未実行残高 800,000千円 840,000千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

減価償却費 68,495千円 79,099千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日の

後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日の

後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　2021年４月21日を払込期日とする有償第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当増資）による新株式177,000株（割当価格358.80円、資本組入額179.40円）発行により、資本金

及び資本準備金はそれぞれ31,753千円増加しております。

　2021年４月１日から2021年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数43,000株、資

本金及び資本準備金はそれぞれ5,805千円増加しております。

　当第３四半期会計期間末において資本金が414,179千円、資本剰余金が345,107千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書
計上額 

電子システム
事業

マイクロ
エレクトロ
ニクス事業

製品開発
事業

合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,155,754 1,321,826 722,571 3,200,151 － 3,200,151

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －  

計 1,155,754 1,321,826 722,571 3,200,151 － 3,200,151

セグメント利益又は損失

(△) （注）
△40,891 166,197 △30,817 94,488 － 94,488

（注）セグメント利益又は損失(△)の合計額は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
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Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書
計上額 

電子システム
事業

マイクロ
エレクトロ
ニクス事業

製品開発
事業

合計

主要な財又はサービスの

ライン
    

自社製品 108,216 117,263 902,786 1,128,265 － 1,128,265

受託開発 1,219,985 1,352,207 57,580 2,629,773 － 2,629,773

その他 3,958 － － 3,958 － 3,958

顧客との契約から生じる

収益
1,332,159 1,469,471 960,366 3,761,997 － 3,761,997

収益認識の時期       

一時点で移転される財

（注）１
1,171,078 1,469,471 949,378 3,589,927 － 3,589,927

一定の期間にわたり移転

されるサービス
161,081 － 10,987 172,069 － 172,069

顧客との契約から生じる

収益
1,332,159 1,469,471 960,366 3,761,997 － 3,761,997

その他の収益（注）２ 77,765 － － 77,765 － 77,765

売上高       

外部顧客への売上高 1,409,924 1,469,471 960,366 3,839,762 － 3,839,762

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － －

計 1,409,924 1,469,471 960,366 3,839,762 － 3,839,762

セグメント利益又は損失

(△) （注）３
81,407 198,818 △13,595 266,630 － 266,630

（注）１．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に履行義務

を充足した時点で収益を認識している契約については、一時点で移転される財に含めております。

（注）２．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号　2007年３月30日）に基づく賃貸

収入が含まれております。

（注）３．セグメント利益又は損失(△)の合計額は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

　（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益

認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益または損失の算定方法を同様に変更して

おります。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期累計期間の電子システム事業の売上高は49,298千円

増加、セグメント利益は5,538千円減少し、製品開発事業の売上高は10,337千円増加、セグメント損失は874

千円減少しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 20.99円 41.50円

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 62,971 179,746

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 62,971 179,746

普通株式の期中平均株式数（株） 3,000,000 4,331,704

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円 40.63円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 92,039

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－ －

（注）１．前第３四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当

社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

（注）２．当社は、2020年11月11日付で普通株式１株につき10株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定

しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

2022年２月10日

株式会社シキノハイテック

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

北陸事務所

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 安 藤　眞 弘

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 篠 﨑　和 博

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社シキノハイテックの2021年４月１日から2022年３月31日までの第50期事業年度の第３四半期会

計期間（2021年10月１日から2021年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（2021年４月１日から2021

年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シキノハイテックの2021年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レ

ビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して

四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作

成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視

することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立

の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

EDINET提出書類

株式会社シキノハイテック(E36368)

四半期報告書

17/18



監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ

ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の

四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が

国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されてい

ないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務

諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表

の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項

を含めた四半期財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象

を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レ

ビュー上の重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を

遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去

又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 
 
（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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